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52 謝（振民）・前掲注（51）748頁。 
53 謝在全『民法物権論（中冊）』548 頁（中国政法大学出版社、2011 年）、王澤鑑『民法物権
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61 王（利明）・前掲注（10）244頁以下、梁・前掲注（11）583頁以下。 
62 軍華「民法典制訂之焦点」法学第 4期 58頁（2002）。 
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41頁（法律出版社、2007年）。 








































報第 1期 51頁（2002）。 
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74 王利明「我国民法典物権編的修改與完善」清華法学第 2期 20頁（2018）、高聖平「民法典担
保物権法編纂：問題與展望」清華法学第 2期 76—77頁（2018）、高聖平「動産譲與担保的立法論」
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75 最高人民法院（2011）民提字第 344号判決。 
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87 寺田・前掲注（81）202頁。 
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92 童光政「「一田両主」的地権結構分析及其改造利用」北方法学第 2期 27頁（2007）。 






























































































                                           
































































































































































































                                           
115 寺田浩明「（書評）呉珮君著「中華民国民法典における典権概念の推移―伝統的法慣習の近
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145 大理院民事判例四年上字第四四八号。鄒・前掲注（54）167—171頁を参照。 
146 我妻・前掲注（133）96頁。 
147 李復昌『民法修正論』47 頁（北京瑠璃廠公慎書局、1923 年）、呉（振源）・前掲注（140）
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案）（1950 年 9 月 30 日内地字第 115 号）」178により、農民の間で締結された土地や住
宅を典に供する契約は、依然として有効となり、当事者の約定によって自由に回贖（請
戻し）をすることができる。司法部「関於典当処理問題的批復（司一通字 1057号）（1951










的房地産典期満期後超逾十年未経回贖得申請産権登記的意見的聯合通令（1952 年 7 月
































後、1984 年 9 月 8 日に、最高人民法院の「関於貫徹執行民事政策法律若干問題的意見
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190 付堅強「我国歴史上田宅典権制度流変考」中国農史第 2期 76頁（2004）。 
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④ 吉林省延辺朝鮮族自治区中級人民法院（2015）延中民四初字第 6号民事判決 
                                           



































































⑪ 河北省石家荘市中級人民法院（2014）石民六終字第 01216字民事判決233 





































                                           



















































































































㉗ 江蘇省宿遷市宿城区人民法院（2014）宿城民初字第 1110号民事判決 
借金の弁済を担保するために、住宅の売買契約を締結した事案につき、裁判所は、「中


























































































































                                           


































                                           


































                                           
239 劉・前掲注（12）22 頁、陳本寒「新類型担保的法律定位」清華法学第 2期 100頁（2014）。 









































































































































                                           
243 「雲南省シーサンパンナ・タイ族自治州中級人民法院（2016）雲 28 民終 299 号民事判決」



















































































































































































































































㉞ 浙江省寧波市中級人民法院（2012）浙甬商終字第 14号民事判決 
借金の弁済を担保するために、住宅の買戻特約付売買契約を締結しながら、所有権移























































                                           



















































































































































































































































































                                           





































































































○77 江蘇省丹陽市人民法院（2015）丹民初字第 2453号民事判決 
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92頁（2013）。 
249 陳定良＝王黎明「以商品房買売担保借貸合同的性質及効力」人民司法‧案例第 11 期 71 頁
（2016）。 









































































































































                                           
254 王春梅「乱象與治理：買売型担保之定性分析――以最高人民法院的判決為視角」河南大学学
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263 済南市中級人民法院課題組「買売式担保的実践類型與裁判規則研究」山東審判第 2期 105頁
（2016）。 
264 陳永強「以買売合同担保借貸的解釈路経與法効果」中国法学第 2期 235頁（2018）、高（聖
平）・前掲注（74）1196—1197 頁、耿宗程＝王和平「論実践中一種新型担保：以買売作担保協議
効力」黒竜江省政法管理幹部学院学報第 5期 62頁（2016）、荘・前掲注（30）75 頁、黄芬「以
商品房買売（合同）設定的担保的法律属性與効力：兼評最高人民法院公報案例「朱某與山西某房













































































































                                           









































































































































































































                                           
272 張・前掲注（3）150頁。 



































                                           
275 荘・前掲注（30）75頁、陳（永強）・前掲注（264）228頁。 










































































                                           
278 高（治）・前掲注（26）66頁。 
279 「上訴人王海亮與被上訴人張超房屋売買合同糾紛一案二審裁定書」（吉林省松原市中級人民






































































                                           


































































































                                           
285 柚木馨＝高木多喜男『新版注釈民法（9）・物権（4）』834—835頁（有斐閣、1998年）。 
286 松岡久和『担保物権法』309—311頁（日本評論社、2017年）。 













































































































                                           










































































③ 大判明治 31年 10月 12日民録 4輯 9巻 25頁 







































































                                           
340 『民法修正案理由書（第 1—3編）』280頁（1898年）。廣中俊雄『民法修正案（前三編）の
理由書』340頁（有斐閣、1987年）を参照。 





























































































































































































































⑮ 大判明治 34年 12月 20日民録 7輯 11巻 65頁 
弁済金差拒及登記名義引直要求事件。「賣買ハ假装ニシテ其實抵當貸借ノ契約ナリト
スレハ貸借ノ法則ヲ適用スヘキモノトス」。 














































                                           
361 松本・前掲注（356）62頁。 
362 松本・前掲注（356）62頁。 
363 鳩山秀夫「賣渡名義ヲ以テナシタル擔保ノ法律關係」法学志林 12巻 6号 66頁（1910）。 
364 近江・前掲注（25）91頁。 


































                                           













信託行為理論は、最初、東京控訴院明治 44年（法律新聞 718号 25頁）の判例におい
て登場してから、ついに大判明治 45 年 7 月 8 日に採用されることになった。ただし、





外にその権利を行使しない債務を負担するとした367。換言すれば、大判明治 45年 7月 8
日の判例が登場するまでは、各地の判例において、外部的移転論と内外部共移転論が対
立していた368。 
このような背景をもとに、大判明治 45 年 7 月 8 日の判例において、大審院は、関係
的所有権理論を明確に採用し、外部関係と内部関係との権利帰属者を区別することにな
った。 















































































































                                           
377 松本・前掲注（356）67頁。 
378 松本・前掲注（356）69—70頁。 



































































































                                           
383 末弘嚴太郎「賣渡擔保――不動産の賣渡質――債權者の擔保物取毀と債務者の救濟手段――






























































て少なかった（大判昭和 6年 4月 24日民集 10巻 685頁、東京地判昭和 7年 8月 5日法








                                           
395 我妻・前掲注（24）605頁。 
396 小野久「賣渡擔保と所有權の移轉」法曹公論 30巻 4月号 35頁以下（1926）。 
397 小野・前掲注（396）40頁。 





















㉓ 大判昭和 8年 4月 26日民集 12巻 767頁 



















































































































                                           
404 我妻栄「賣渡抵當――賣渡擔保・讓渡擔保及び買戻約款附賣買の異同――買戻約款附賣買に





















思解釈論が登場した後に（上記大正 4年 12月 15日判決㉑）、当事者の意思表示の内容
によって、所有権が内外ともに債権者に移転されることを認定できるようになった。ま
た、当事者の意思解釈論の影響で、大審院は、内外部共移転と原則とすることになった
（上記大正 13 年 12 月 24 日判例㉒）。内外部共移転という法的構成は、売買的性格を
持つために、この時期において、その採用が実際に高利貸資本に農村土地の収奪の法的
手段を与えるといっても過言ではない415。 
それに対して、大判昭和 8 年 4 月 26 日判決（上記㉓の判決）によれば、解除条件あ
るいは買戻または再売買予約が付されてもかならずしも売渡担保とならず、しかも、債
務が存続しない売渡担保と判定しても譲渡担保的効果を持つ場合がある416。これからみ













































                                           
418 譲渡担保の利用性と有用性との区別について、近江・前掲注（25）28—33頁を参照。 
419 植林・前掲注（293）277頁。 





大判明治 45 年 7 月 8 日の判例において、大審院は、関係的所有権理論を明確に採用
し、外部関係と内部関係との権利帰属者を区別した。しかるに、関係的所有権理論は、
鳩山、松本や中島に激しく批判されたため、当事者の意思解釈論が登場する。大判大正






4 月 26日判例は、譲渡担保に明確な概念を与え、大正 13年 12月 24日連合部判決の立
場を取らなかった。 
これからみるならば、売渡担保と譲渡担保との対置概念は、譲渡担保法発展の過程に






                                           































































































                                           
427 仁井田・前掲注（78）382頁。 












渡担保」との概念的区別は、大連判大正 13年 12月 24日に対する反省から、大判昭和 8
年 4月 26日判例によって創出されたものである。 
大判明治 45 年 7 月 8 日の判例において、大審院は、関係的所有権理論を明確に採用
し、外部関係と内部関係との権利帰属者を区別した。しかるに、関係的所有権理論は、
鳩山、松本や中島に激しく批判されたため、当事者の意思解釈論が登場する。 
















例（大判昭和 8年 12月 19日民集 12巻 2680頁や大判昭和 9年 8月 3日民集 13巻 1536
頁等）が現われたが、しかし、権利移転による担保が売渡担保と判定される場合におい
                                           
432 越智・前掲注（414）11頁。 









































































































































































































                                           



































































































                                                                                                                           
論壇第 5 期 30 頁（2017）、楊立新「民法分則物権編應當規定物権法定緩和原則」清華法学第 2
期 14—27頁（2017）などを参照。流質禁止の緩和について、王（利明）・前掲注（74）18頁、高
聖平「論流質契約的相対禁止」政法論叢第 2 期 79 頁以下（2018）、高（聖平）・前掲注（74）
91—93頁などを参照。 
470 李（適時）・前掲注（230）359—361頁。 














































































































・中島玉吉「賣渡抵當ニ就テ」京都法学会雑誌 9巻 9号（1914） 
・中舎寛樹「虚偽表示における当事者の目的―意思表示における意思の実際の内容―」
私法 46号（1984） 






・藤原明久「明治初期における土地担保法の形成」神戸法学雑誌第 24巻 3号（1974） 
・星川長七「典制度の考察」早稲田法学第 21巻（1942） 




・松本烝治「賣渡抵當及動産抵當論」法学協会雑誌 31巻 4号（1913） 





附賣買に於ける期限經過後の買戻」法学協会雑誌 53巻 1号（1935） 




































































































































































































究総第 98期第 3期（1995） 
・中国政法大学物権法立法課題組「関於「民法草案･物権法編」制定若干問題的意見」
政法論壇（中国政法大学学報）第 1期（2003） 
・荘加園「買売型担保與流押条款的効力：「民間借貸規定」第 24条的解読」清華法学
第 3期（2016） 
・鄒海林＝常敏「論我国物権法上的担保物権制度」清華法学第 4期（2007） 
・左武「典権制度的功能分析及立法選択」華中農業大学学報（社会科学版）第 5期（2005） 
